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⑵　事務事業の業務改善について
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①

② 消防訓練

事業名

政　策
施　策
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2-3

　消防訓練事業

２節　生活の豊かさを実感できる流山（生活環境の整備） 主管課 北消防署

会計 小事大事目項

対象

　災害の発生時に被害を最小限に止める。市民に対し消防訓練等の実施。

　平成１４年から北消防署となった。環境の変化及び災害の複雑多様化並びに予防行政の高
度化、防災行政の重要性により業務の増加が予想される。

　災害等に強い街づくり。全市民に対し火災・災害に備え
た防災意識を身につける。

主管課長秋谷　哲夫自然災害・都市災害への備えと予防

名　　称 平成2４年度 平成2５年度 平成2６年度

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

市内在住者及び在勤者。市
内の防火対象物。

意図
事業
目的

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

自衛消防訓練 46 30 48 回 ↗↗↗

16 10

平成2５年度

回 ↗↗↗11

目的に対する現状（客観的事実・データに
基づく現在の状況や取組状況）

　消防訓練時の広報活動により住宅火災
警報器の普及向上。平成2４年度 平成2６年度

個別評価 必要性

今後の必要性

市関与の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

Ａ　必要性が高まると
考えられる

Ｂ　市が担うととも
に、市民協働を進める
べき

有効性 Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切である

Ａ　削減の余地はない

総合評価 Ⅰ　拡　　　充　（事業を拡大して継続すべき）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

③取り組
みの課題

　市民一人一人が、災害に備えた防災へ
の意識をより一層高め、大規模災害時に
は市民が共助し被害の軽減を図ることの
出来る街づくりが求められる。

④今後の
改善計画

　大規模な災害が発生した場合は、消防
のみで対応することは困難であるため、
市民による自助・共助が行えるよう、防
災講座や消防訓練の更なる開催を図る。

①今年度
(H2６)の
改善計画

②今年度
(H2６)に
実施した
取り組み

 自治会の消防訓練や事業所等の自衛消
防訓練への積極的な参加を推進するとと
もに、庁舎見学などを通じて幼少期から
防災に対する意識の高揚を図る。

　自治会の消防訓練、事業所等の自衛消
防訓練への参加。また、幼稚園児や小学
生を対象とした消防署庁舎見学の実施。


